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上乗せ要件の経営力向上計画の認定には書類の事前提出が必要です。
計画書の認定には３０～４５日かかると言われていますので、決算日の
２ヶ月前ぐらいまでには提出することをおすすめしています。また、税
務申告書には経営力向上が実際に行われた報告書を作成、提出した写し
の添付が必要です。当事務所で計画書の作成やご相談もお受けします。

大企業と違い設備投資要件は導入されず、賃上要件を満たせば税額控除が認められます。
さらに教育訓練費増加要件など一定の要件を満たすことで、税額控除割合の上乗せが認め
られることとなります。中小企業者等の控除限度額は、改正前と同様に法人税（所得税）
額の２０%までとなっています。

①平均給与等支給額が前事業年度から
１．５％以上増加
（平均給与 当年≧前年×１０１．５％）

①～③すべてを満たすこと

①雇用者給与等支給額が基準事業年度
（平成24年度）から増加
（給与総額 当年≧基準年度×１０３％）

②雇用者給与等支給額が前事業年度以上

（給与総額 当年≧前年）

③平均給与等支給額が前事業年度から増加
（平均給与 当年＞前年）

≪改正後の要件≫

≪改正前の要件≫

【改定後の税額控除額】

（当年の給与合計額－前年の給与合計額）×１５％分の税額控除
プラス 上乗せ要件に該当した場合

【上乗せ要件】 1. 平均給与等支給額が前事業年度から２．５％以上増加

2. 次のいずれかを満たすこと
・教育訓練費が対前年度比１０％以上増加

・中小企業等経営強化法に基づく経営力向上計画の認定を受けており、
経営力向上が確実に行われている

【その他注意点】(1)青色申告の法人又は個人事業主であること

(2)適用時期

法人：平成３０年４月１日～平成３３年３月３１日までに開始する各事業年度

個人：平成３１年～平成３３年までの各年度

(3)設立1期目は不適用

(4)税額控除の限度額は法人税額（所得税額）×２０％

（当年の給与総額－前年の給与総額）×１０％分の税額控除上乗せ

平成３０年４月１日以降に開始される事業年度（個人事業主は平成３１年分）から
所得拡大税制が改正されました。

要件が１つだけになり、
取り組みやすく！


